
平成28年3月期通期連結業績予想数値の修正（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

平成28年3月期通期個別業績予想数値の修正（平成27年4月1日～平成28年3月31日）

修正の理由
１．連結業績予想
（１）売上高

平成27年4月に介護報酬のマイナス改定（全体改定率△2.27％ 基本報酬△4.48％）が実施されたものの、平成28年3月
期の期初においては、介護人材を確保してサービス提供へと繋げることで、当該介護報酬の引き下げの影響を充分吸収
できるものと見込んでおりました。

しかしながら、介護職員初任者研修受講者や介護人材の獲得計画に遅れが生じ、訪問介護等の在宅介護サービスニー
ズに応える人材供給体制の拡充に至らなかったため、当該サービスを中心に利用者数が想定を下回って推移し、報酬引
き下げの影響を強く受けるところとなりました。

介護職員初任者研修の受講者数は、現在、増加に転じておりますが、講座修了後、採用およびサービス提供までに一定
の時間を要することから、業績への成果発現は当第4四半期以降となる見通しであります。

また、中国事業におきましては、各地における行政手続きや、現地の管理体制の構築に時間を要し、サービス稼動に遅
れが生じました。現在、一部のサービスを開始いたしましたが、新たな市場の創造に向けたテスト段階にあり、本格稼動が
来期以降になる見通しであることから、売上高予想を修正するものであります。

中国事業につきましては、期初計画では16,200百万円の売上高を見込んでおりましたが、14,700百万円の下方修正（増
減率△90.07％）となる1,500百万円を見込んでおります。1,500百万円の売上高につきましては、グループ会社化した地域
事業者（12月末決算）の既存事業による収入を見込んでおります。

なお、国内事業の修正額は△4,100百万円となっており、内訳は、医療関連部門は＋200百万円、介護部門は△4,100百
万円、ヘルスケア部門は△100百万円、教育部門は△400百万円、保育部門は＋500百万円、その他部門は0百万円、消去
または全社は△200百万円、それぞれ修正しております。

（２）営業利益・経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益
上記の売上高の修正要因に加え、介護拠点の稼動率低迷により期初に想定した運営効率の改善が十分に図られなかっ

たこと、処遇改善加算の対象とならない介護スタッフ、医療事務スタッフ（医療関連部門）についても処遇改善を進めている
こと等により、予想と通期実績に乖離が生じる見込みであります。

なお、連結営業利益の修正額△8,700百万円のうち、国内事業が△6,500百万円、中国事業が△2,200百万円となっており

平成27年11月10日
各 位

上場会社名 株式会社 ニチイ学館
代表者 代表取締役会長兼社長 寺田 明彦
（コード番号 9792 ）
問合せ先責任者 常務取締役経営管理統轄本部長 寺田 剛
（TEL 03-3291-3954）

業績予想の修正に関するお知らせ

最近の業績動向を踏まえ、平成27年5月14日に公表した業績予想を下記の通り修正いたしましたのでお知
らせいたします。

記

● 業績予想の修正について

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰
属する当期純利

益

1株当たり当期純利
益

百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 294,300 8,900 6,100 2,600 40.41
今回修正予想(B) 275,500 200 △2,400 △3,500 △54.45
増減額(B-A) △18,800 △8,700 △8,500 △6,100
増減率(%) △6.4 △97.8 ― ―
（ご参考）前期実績
（平成27年3月期）

271,868 5,173 3,144 416 6.03

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭

前回発表予想(A) 243,700 3,500 2,300 1,100 17.10
今回修正予想(B) 240,900 △800 △1,500 △1,800 △28.00
増減額(B-A) △2,800 △4,300 △3,800 △2,900
増減率(%) △1.1 ― ― ―
（ご参考）前期実績
（平成27年3月期）

238,835 2,705 1,699 272 3.94



ます。
国内事業の内訳は、医療関連部門が△800百万円、介護部門が△4,500百万円、ヘルスケア部門が△400百万円、教育

部門が△400百万円、保育部門が△200百万円、消去または全社が△200百万円となっております。
国内事業の売上高と営業利益の修正額の差異につきましては、上記の運営効率の改善の遅れ、積極的な処遇改善の実
施に加え、介護報酬上の介護職員処遇改善加算（介護職員の賃金アップに充当される加算）が、売上高に計上されるもの
の、人件費として費用計上されるため、利益額に寄与しないことにより生じております。

純損益区分においては、当役員退職慰労金制度廃止に伴い、過去積立分を通常型ストックオプションで清算したため、第２
四半期において、特別損失として株式報酬費用を360百万円計上しております。

２．個別業績予想
中国事業に係わる要因を除き、連結業績と同様の理由により、売上高、営業利益、経常利益、当期純利益について、前

回発表予想（平成27年5月14日公表）を修正いたします。

３．配当金について
平成28年3月期の配当金につきましては、1株あたり11円（年間配当22円）を予想しており、前回発表から変更はありませ

ん。

（注）上記の予想は、本資料の発表日現在のデータに基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって
これらの予想と異なる可能性があります。
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